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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、広く社会から信頼され、必要とされ続ける企業であることを目指し、監査等委員会設置会社への移行を行い、さらなる透明性、健全性の
維持と執行役員制度による意思決定の迅速化、効率化を図っております。

　今後も継続的に企業価値を高めていくことで、実効性のあるコーポレート・ガバナンス体制（https://www.daisue.co.jp/company/governance/）の
構築に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

　2021年6月の改訂後のコードに基づき、記載しています（2022年4月4日以降適用となるプライム市場向けの原則を含みます）。

【補充原則2-4-1】

　当社は、多様性確保のため、女性・中途採用を積極的に進めております。将来的に女性管理職を増やしていくために、当面はその母数である全
従業員における女性比率を15％にすることを目標に、また、中途採用については、正規雇用者における中途採用比率20％程度を目安に取り組む
ことで多様性の推進に努めております。

　［女性従業員比率11.2％（2021年3月31日現在）　2020年度採用の中途採用者比率15.9％］

【補充原則3-1-3】

　当社のサステナビリティについての取組みは、社会課題の解決への責任（ＣＳＲ）と持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の双方の視点から、当社にとっ
ての重点課題と、それに対する基本姿勢を定め、中期経営計画（Challenges for the future)の中に組込み情報開示し、進捗や見直しについては決

算説明資料等及び事業報告等において、開示しております。

　気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響については、TCFDへ賛同し、同時にその枠組みに沿った開示を
行うことを予定しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-3　資本政策の基本的な方針】

　当社は、株主価値を向上するために、安定的かつ持続的な成長が必要であると認識し、その為には持続的な投資と内包するリスクを許容し得る
強固な財務基盤の維持、向上が必要不可欠であると考えております。これらを前提としながら配当政策については、株主の裾野拡大を視野に入
れた安定的・持続的な株主還元を念頭に、更なる企業価値の向上に向けて積極的な成長投資と株主還元を行うという考えのもと、2023年３月期よ
り配当性向を50％以上とする方針としております。

【原則1-4　政策保有株式】

・政策保有方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社は、企業の持続的発展のために、優良得意先との継続的な取引関係を維持・強化していくことは必要であると考えており、中長期的に企業
価値の向上に資する政策株式は保有してまいります。この方針のもと個々の政策保有株式の継続保有の有無に関しては、定期的に保有目的の
適切性、経済合理性について、取締役会にて個別銘柄毎に、取得価額に対する保有便益（受取配当金等）と当社資本コストとの関係性等を具体
的に精査し見直しを図るものといたします。

・議決権行使に関する基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社は、議決権行使に当たっては、当該投資先の経営方針・戦略等を十分考慮した上で、当該企業価値、当社の利益、株主価値の向上に資す
る事を前提に、議決権を行使いたします。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

　当社は、当社グループの役員との取引が生じる場合には、事前に取締役会において、取引条件及びその決定方法の妥当性について審議し、意
思決定を行っております。また、取引実施後に取締役会での事前審議の内容に差異がないかを確認するため、取締役会での事後報告を義務付
けております。

　主要株主との取引においては、健全且つ公正な取引が行われていることを検証した上で、四半期に一度、関連部署より取締役会にて報告いた
します。また、本件に加え株主共同の利益に反する取引を行うことを防止することに努めております。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は企業年金の規模等を勘案し、専門人材の登用・配置は行っておりませんが、運用機関に対するモニタリング等を通じてアセットオーナーと
しての機能を発揮できるように取り組んでまいります。

【原則3-1　情報開示の充実】

　当社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、意思決定の透明性や公正性を確保し、実効的なコーポレートガバナンスを実現する観点か
ら、以下の事項について主体的な情報発信を行ってまいります。

(1) 経営理念や経営戦略、経営計画

経営理念： 当社ウェブサイト（URL:https://www.daisue.co.jp)に掲載しております。



経営戦略/経営計画： 2020年5月に中期経営計画「Challenges for the future」を公表しております。

(2) 当社は、広く社会から信頼され、必要とされ続ける企業であることを目指し、監査等委員会設置会社への移行を行い、さらなる透明性、健全性

の維持と執行役員制度による意思決定の迅速化、効率化を図っております。今後も継続的に企業価値を高めていくことで、実効性のあるコーポ
レート・ガバナンス体制の構築に努めてまいります。

(3) 当社は、独立社外取締役、代表取締役社長で構成する任意の「報酬諮問委員会」を設置しております。「報酬諮問委員会」は、取締役の報酬

が、業績や企業価値向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に配慮した体系や役割と責務に見合った水準になっているかを検討するととも
に、個人別の業績評価を取締役会へ答申することで、透明性及び客観性を一層高めるよう努めております。なお、各監査等委員の報酬額につい
ては、監査等委員の協議により決定しております。

(4) 当社は、独立社外取締役、代表取締役社長で構成する任意の「指名諮問委員会」を設置しております。「指名諮問委員会」が、取締役候補者

の選解任や次期経営体制について、能力要件や業績評価等を反映した実質的な議論を行った結果を取締役会へ答申し、公正かつ透明性を高め
るよう努めております。

(a) 取締役の選任手続き

　当社の取締役は、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役候補者を取締役会の決議により決定した後、株主総会の決議により選任されま
す。

　当社の次期経営体制は、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役会の決議により選任しております。

(b) 取締役候補者等の能力要件

　取締役候補者および次期経営体制の選任にあたっては、「指名諮問委員会」における討議を踏まえ、取締役会で「役員に求められる人材像」を
定め、求められる姿と、それを実現するための能力要件を明確化しております。

(c) 取締役の再任・解任

　取締役の再任にあたっては、「指名諮問委員会」は、「役員に求められる人材像」で定められた能力要件に加え、業績評価等を反映した実質的な
議論を行っております。

　取締役の解任議案および経営陣幹部の解職の検討にあたっては、取締役会が、必要により「指名諮問委員会」の審議または第三者委員会によ
る調査などを踏まえ、総合的に判断しております。

(5) 当社は、取締役候補者の選解任については、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役会において決定することとしております。個々の選任

理由については、株主総会招集通知に明記しております。

【補充原則4-1-1】

　取締役会は、法令、定款及び「取締役会規則」「取締役会専決基準」で定められた重要事項を意思決定するとともに、取締役の職務執行を相互
に監督いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　取締役会は、上記に掲げる事項以外の業務執行の意思決定を、業務執行役員に委任しております。業務執行役員は取引や業務の規模、性質
に応じて定めた「業務分掌」「権限規程」に基づき、経営にあたります。

【補充原則4-1-3】

　当社は、持続的な企業価値向上を図るために「サクセッションプラン」を導入し、当社の代表取締役社長をはじめとする役員の役割と責任を継承
するしくみを担保するとともに、次世代の経営執行を担う人材の候補者群（後継候補者の人材プール）を形成し、その計画的な育成に努めておりま
す。

　取締役会は、「サクセッションプラン」の策定・運用状況、後継者候補の人材プールの育成状況等に関し、「指名諮問委員会」の答申に基づき、そ
の内容について議論を行うことで、後継者候補の育成が十分な時間と資源をかけて計画的に行われているかについて、適切な監督に努めており
ます。

　なお、当社では「役員に求められる人材像」として8つのコンピテンシーとマインドセット、その他項目（特性、知識、経験）を定めております。加え
て、代表取締役社長には、企業価値を最大化する変革リーダーとしての強いリーダーシップ、高度なマネジメント能力が求められると考えておりま
す。　

　役員に求められる人材像を具体化し、評価・育成指標を明確化させることで、オープンで公正な育成・選抜に努めております。

　代表取締役社長及び取締役は、日々の業務執行や面談機会等を通して、後継者候補の能力・資質、人格、見識を多面的に評価し、後継候補者
の人材プールへの選抜を行っております。

　後継候補者には、代表取締役社長による監督のもと、経営にかかわる重要課題など、知見・経験の蓄積につながるミッションを与え、そのパ
フォーマンスを確認することで、後継者候補としての能力とレディネス（準備状況）を確認しております。

　代表取締役社長及び取締役が、執行役員や部長を中心に、常に後継者候補を想定し、計画的な配置転換やミッション付与、研修等の機会を設
けることにより、候補者の研鑽をサポートしております。また、執行役員や部長よりさらに若い、将来有望な人材の選抜を行うため、社内外の研修
等を活用しております。

【補充原則4-3-1】

　当社は、取締役候補者の選解任や次期経営体制について、独立社外取締役、代表取締役社長で構成する任意の「指名諮問委員会」の答申に
基づき、取締役会で決議することで公正かつ透明性を高めるよう努めております。

(1) 取締役の選任手続き

　当社の取締役は、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役候補者を取締役会の決議により決定した後、株主総会の決議により選任されま
す。

　当社の次期経営体制は、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役会の決議により選任しております。

(2) 取締役候補者等の能力要件

　取締役候補者および次期経営体制の選任にあたっては、「指名諮問委員会」における討議を踏まえ、取締役会で「役員に求められる人材像」を
定め、求められる姿と、それを実現するための能力要件を明確化しております。

(3) 取締役の再任・解任

　取締役の再任にあたっては、「指名諮問委員会」は、「役員に求められる人材像」で定められた能力要件に加え、業績評価等を反映した実質的な
議論を行っております。

　取締役の解任議案および経営陣幹部の解職の検討にあたっては、取締役会が、必要により「指名諮問委員会」の審議または第三者委員会によ
る調査などを踏まえ、総合的に判断しております。

【補充原則4-3-2】

　当社は、代表取締役社長の選任を最も重要な戦略的意思決定ととらえ、代表取締役社長をはじめとする役員の後継者計画（「サクセッションプラ
ン」）の策定・運用を経営戦略上の特に重要な項目として位置付けるとともに、代表取締役社長の選解任を、独立社外取締役、代表取締役社長で
構成する任意の「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役会で決議することで、公正かつ透明性を高めるよう努めております。

(1) 後継者候補の選定

　社内データをもとに（第三者機関による診断等を踏まえて）作成した各後継候補者の評価内容について、「指名諮問委員会」において審議を重ね
ることで、選定プロセスを明確化し、透明性・客観性を確保しております。また、「サクセッションプラン」の妥当性を担保するため、当社を取り巻く社



内外の環境変化、戦略の進捗等を反映できるよう、定期的に「サクセッションプラン」を「指名諮問委員会」において確認しております。

　取締役会は、「指名諮問委員会」からの答申内容に基づき、経営理念、ビジョンの実現を見据え、監督の役割を果たしております。

(2) 代表取締役社長の解任

　設定した目標や期待した成果と取り組みの結果（毎期の業績、戦略の遂行状況等）に加え、「指名諮問委員会」で決議した「サクセッションプラン」
により選定された後継者候補の成果発揮等の状況を踏まえ、「指名諮問委員会」が審議、決議した答申内容に基づき、取締役会で決定いたしま
す。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、当社における社外取締役の独立性基準を以下のとおり定
め、社外取締役が次の項目のいずれかに該当する場合、当社にとって十分な独立性を有していないものとみなします。

　　(1) 当社及びその連結子会社（以下「当社グループ」という）の出身者（その就任前10年間において）

　　(2) 当社の大株主で総議決権数の10％を超える株主及びその業務執行者

　　(3) 当社グループの主要な取引先で当社の連結売上高の3％を超える者の業務執行者

　　(4) 当社グループから多額（１千万円超）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、弁護士等の専門家

　　(5) 当社グループから多額（１千万円超）の寄付を受けている者

　　(6) 当社グループの主要な借入先（連結総資産の5％超）又はその業務執行者（その就任の前10年間において）

　　(7) 近親者（２親等以内）が上記(1)から(6)までのいずれかに該当する者

　　(8) 過去５年間において、上記(2)から(5)までのいずれかに該当していた者

　　(9) 上記に掲げる事項のほか、当社から独立した立場をもって社外取締役としての職務を果たせないと合理的に判断される者

【補充原則4-10-1】

　当社は、独立社外取締役3名、社内取締役1名で構成する任意の「指名諮問委員会」「報酬諮問委員会」を設置し、過半数を独立社外取締役とす
ることでそれぞれの委員会の独立性を高め、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ることで、取締役等の人事や報酬等に関する決定プロセス
の客観性および透明性を高め、コーポレートガバナンス体制の一層の充実・強化に努めております。また、各委員会に対しては、重要事項の検討
に際し、ジェンダー等の多様性やスキルの観点からも助言を求めております。

　各委員会は、取締役会の諮問に基づき、主に以下の事項を審議し、答申しております。

(1)指名諮問委員会（委員長は代表取締役社長）

　(a)取締役・執行役員の選解任および業務の委嘱・解職

　(b)取締役・執行役員に対するトレーニング計画への助言、実施状況の確認

　(c)取締役・執行役員に対するサクセッションプランへの助言、実施状況の確認

(2)報酬諮問委員会（委員長は独立社外取締役）

　(a)取締役・執行役員の報酬体系および業績評価基準の策定

　(b)取締役・執行役員の報酬

【補充原則4-11-1】

　当社は、取締役候補者の選任や次期経営体制は、「指名諮問委員会」の答申に基づき、取締役会で決議することで公正かつ透明性を高めるよ
う努めております。

　取締役候補者の選任にあたっては、取締役会として必要なスキル・キャリア・専門性を一覧化し、各取締役の特性をマトリックスにして確認するこ
とで会社の組織体制に応じた人数と専門分野の組合せを考慮し、同時に知識、経験、能力のバランスにも配慮しております。

　独立社外取締役３名のうち２名は、他社での経営経験を有しております。

【補充原則4-11-2】

　当社は、取締役の兼任状況に関しましては、株主総会招集通知、有価証券報告書にて毎年開示をしております。

【補充原則4-11-3】

　当社の取締役会の実効性評価については、全取締役に対する無記名のアンケート方式で行い、その結果を基にした独立社外取締役連絡会で
の議論を経て、取締役会で全体の分析、評価を行っております。

　アンケート結果、独立社外取締役連絡会の議論より、中長期的な会社の方向性、内部統制の定期的な見直し等には、今後更に議論を深めてい
く必要がありますが、取締役会における今年度の実効性評価については、昨年より概ね改善されており実効性は確保されているとの確認を行って
おります。

　取締役会では、独立社外取締役連絡会での議論をふまえ、今後の課題についての対応方針を確認し取り組んでいくことになっており、取締役会
のより実効性向上に継続的に取り組んでまいります。

【補充原則4-14-2】

　当社は、社外取締役を除く、新任取締役については、就任後に外部の研修会等に参加する機会を提供し、取締役に関する法的な役割や責務等
について習得することとしております。

　取締役は、定期的に外部研修会等に参加し、知識の習得や役割と責務の理解の促進に努めております。

　取締役及び幹部社員に対する体系的なトレーニング計画に基づきトレーニングを実施しております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主を重要なステークホルダーと認識しており、株主からの対話（面談）の申込に対しては、総務部担当役員が統括し、合理的な範囲で
前向きに対応しております。

　半期ごとに発行する株主通信の内容や、ウェブサイトのＩＲ情報などに関しては、株主からの意見・要望などをもとに内容の充実を図ってまいりま
す。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）



ミサワホーム株式会社 2,042,000 19.47

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 911,300 8.69

双日株式会社 618,987 5.90

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/ACCT BP2S DUBLIN

CLIENTS-AIFM
543,300 5.18

株式会社三菱UFJ銀行 387,661 3.70

GOLDMAN SACHS &CO.REG 377,700 3.60

大末建設株式会社大親会持株会 277,639 2.65

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 251,900 2.40

株式会社大京 239,800 2.29

大末建設従業員持株会 201,907 1.93

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

1．表中の割合（％）は、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合（％）にて算出しております。

2．上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係るもの
であります。

3．2019年４月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Arcus Investment Limitedが2019年３月14日現在で

以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大
株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　　氏名又は名称：Arcus Investment Limited　　　　　　　　　　　　　 保有株券等の数：736,800（株）　　株券等保有割合：6.94（％）

4．2020年１月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シュバイツェル・インベストメント株式会社が2020年１
月17日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができない
ので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　　氏名又は名称：シュバイツェル・インベストメント株式会社　　　　保有株券等の数：335,600（株）　　株券等保有割合：3.16（％）

5．2021年９月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、サイオン・アセット・マネジメント・エルエルシーが2021
年９月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができ
ないので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　　氏名又は名称：サイオン・アセット・マネジメント・エルエルシー　保有株券等の数：425,000（株）　　株券等保有割合：4.00（％）

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

神谷　國廣 他の会社の出身者

作尾　徹也 他の会社の出身者 ○

佐藤　徹 他の会社の出身者 ○

中島　馨 他の会社の出身者

安岡　正晃 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

神谷　國廣 　 ○ ―

社外取締役に選任した理由は、経営者として

の豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に活
かしていただきたいためであります。

独立役員に指定した理由は、他社の出身であ

りますが、当該企業との取引は僅少で、その他
の利害関係もないため、独立した立場からの監
視・監督という役割及び機能は十分確保されて
いると判断したためであります。



作尾　徹也 　 　 ―

社外取締役に選任した理由は、他社での取締
役の任務を通じて、経営者としての豊富な経験
と幅広い見識を当社の経営に反映していただ
きたいためであります。

佐藤　徹 　 　 ―
社外取締役に選任した理由は、他社での資産
活用業務の豊富な経験・情報力を当社の経営
に反映していただきたいためであります。

中島　馨 ○ ○ ―

社外取締役に選任した理由は、弁護士として
培ってきた豊富な経験と知識を当社の経営に
活かしていただきたいためであります。

独立役員に指定した理由は、特別の利害関係
はなく、独立した立場からの監査・監督という役
割及び機能は十分に確保されていると判断し
たためであります。

安岡　正晃 ○ ○

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現 株式会

社三菱ＵＦＪ銀行）の出身でありますが、退
職後10年を経過しており、独立性に問題
はないと判断しております。

社外取締役に選任した理由は、他社での取締
役・監査役の任務を通じて、幅広い金融知識、
経営者としての豊富な経験と知識を当社の経
営に活かしていただきたいためであります。

独立役員に指定した理由は、日本コンピュー
タ・ダイナミクス株式会社の社外取締役であり
ますが、当該企業との取引はなく、その他の利
害関係もないため、独立した立場からの監査・
監督という役割及び機能は十分確保されてい
ると判断したためであります。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

・監査等委員会の職務を補助する使用人は内部監査部門に所属する使用人とし、監査等委員会は、必要に応じて同部門に所属する使用人に対
して監査業務に必要な事項を命令することができるものとします。

また、監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する業務に関して取締役（監査等委員
である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとし、当該使用人の人事異動、人事考課については監査等委員会の意見を聴取し、尊重するも
のとします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は、３名で構成する監査等委員会で経営監視に努めております。当社における内部監査については、内部監査部門に担当取締役と使用人を
配置しており、その使用人の中から監査等委員会スタッフ２名を任命し、監査等委員会と内部監査部門は、適宜連携して内部統制のチェックを推
進しております。また、内部監査部門は、全て監査等委員会へ内部監査の結果について報告を行い、監査等委員会の助言に基づき内部統制の
機能強化を図っております。監査等委員会は定期的に、また必要に応じて、会計監査人から報告及び説明を受けております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 4 1 1 3 0 0
社内取
締役



報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 4 1 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

・当社は、取締役の指名及び報酬について、その決定プロセスの透明性、客観性を確保してコーポレート・ガバナンスの強化を図るため、取締役
会の諮問委員会として「指名諮問委員会」及び「報酬諮問委員会」を設置しております。各々の委員は代表取締役１名、独立社外取締役３名であ
り、指名諮問委員会の委員長は代表取締役とし、報酬諮問委員会の委員長は独立社外取締役としております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

【独立性判断基準】

・当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、当社における社外取締役の独立性基準を以下のとおり定
め、社外取締役が次の項目のいずれかに該当する場合、当社にとって十分な独立性を有していないものとみなします。

　　(1) 当社及びその連結子会社の（以下「当社グループ」という）の出身者（その就任前10年間において）

　　(2) 当社の大株主で総議決権数の10％を超える株主及びその業務執行者

　　(3) 当社グループの主要な取引先で当社の連結売上高の3％を超える者の業務執行者

　　(4) 当社グループから多額（１千万円超）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、弁護士等の専門家

　　(5) 当社グループから多額（１千万円超）の寄付を受けている者

　　(6) 当社グループの主要な借入先（連結総資産の5％超）又はその業務執行者（その就任の前10年間において）

　　(7) 近親者（２親等以内）が上記(1)から(6)までのいずれかに該当する者

　　(8) 過去５年間において、上記(2)から(5)までのいずれかに該当していた者

　　(9) 上記に掲げる事項のほか、当社から独立した立場をもって社外取締役としての職務を果たせないと合理的に判断される者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　中長期的な業績の向上と企業価値の増大に対する業務執行取締役の貢献意欲を高めることを目的に、単年度の業績指標の目標として連結営
業利益を掲げ、基本報酬の７割を固定報酬とし、３割を利益連動報酬とする業績連動型の報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

・社外役員の合計額と社外役員を含まない取締役のそれぞれの合計額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

(1)業績連動報酬等に関する事項

　中長期的な業績の向上と企業価値の増大に対する業務執行取締役の貢献意欲を高めることを目的に、単年度の業績指標の目標として連結営
業利益を掲げ、基本報酬の７割を固定報酬とし、３割を利益連動報酬とする業績連動型の報酬制度を導入しております。



　2019年度の連結営業利益は27億63百万円、2020年度の連結営業利益は22億14百万円であります。

　利益連動報酬については、下記の計算方法にて算出することとしております。

(ア) 変動報酬の支給対象

　変動報酬の支給対象となる取締役は、法人税法第34条第１項第３号に規定される業務執行取締役であり、社外取締役は含みません。

(イ) 変動報酬の支給条件

　業務執行取締役に支給する変動報酬は、（ａ）連結営業利益が５億円以上かつ、（ｂ）配当を行った場合のみ、これを支給いたします。

(ウ) 変動報酬の計算方法

　業務執行取締役に支給する変動報酬は、以下のとおり、取締役の役位に応じて定められた係数をもとに計算しております。法人税法第34条第１
項第３号イに規定する「当該事業年度の利益に関する指標」については、当該事業年度の連結営業利益としております。

変動報酬の算定式

連結営業利益×0.36％×各業務執行取締役の役位別係数

（ただし、千円未満を切捨てとする。）

業務執行取締役の役位別係数

役位　　　　　　　　役位別係数

取締役会長　　　　　　 0.85

取締役社長　　　　　　 1.00

取締役執行役員副社長　0.80

取締役専務執行役員　　 0.75

取締役常務執行役員　 　0.70

取締役執行役員　　　 　0.65

(エ) 変動報酬の上限額

　業務執行取締役に支給する変動報酬の額は、それぞれ取締役会長18,360千円、取締役社長21,600千円、取締役執行役員副社長17,280千円、
取締役専務執行役員16,200千円、取締役常務執行役員15,120千円、取締役執行役員14,040千円を超えない金額とします。

なお、連結営業利益が60億円以上の場合は、連結営業利益を60億円として変動報酬を計算します。

(オ) 留意事項

　取締役の在籍期間が12ヶ月に満たない場合は、職務執行期間を満了した場合の変動報酬額を、在籍月数で按分計算した金額を支給するものと
し、１ヶ月に満たない日数については、在籍日数で日割計算した金額を支給するものとします（ただし、千円未満を切捨てとする。）。なお、期末後
から定時株主総会（定時株主総会の日を含む。）までの退任については、当該期間における変動報酬は支給いたしません。

(2)取締役および監査等委員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第70回定時株主総会において、年額240百万円以内（うち社外取締役分
は年額20百万円以内）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち、社外取締役は１名）です。

　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年6月24日開催の第70回定時株主総会において、年額48百万円以内と決議いただいておりま
す。当該定時株主総会終結時点の監査等委員（決議時点では監査役）の員数は３名です。

(3)取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

　取締役（監査等委員を除く）の報酬は、役位別に基本報酬額を定め、業務執行取締役の報酬については、７割を固定報酬、３割を利益連動の変
動報酬、非業務執行取締役、非常勤の取締役の報酬は、全額固定報酬と定めております。直近２年間の連結営業利益の平均が20億円以上の場
合は、業務執行取締役に対して役位ごとに固定報酬を増額することとしております。

　固定報酬については、独立社外取締役を委員長とする報酬諮問委員会にて、各取締役の業績評価を行い、その答申をもとに取締役会で決定す
ることとしておりますが、変動報酬については査定等を考慮しないこととしております。

　監査等委員である取締役の報酬は、取締役の報酬を勘案し、監査等委員会で決定いたします。

【社外取締役のサポート体制】

・内部監査部門に担当取締役と使用人を配置しており、その使用人の中から監査等委員会スタッフ２名を任命し、監査等委員会と内部監査部門
は、適宜連携して内部統制のチェックを推進しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、監査等委員会設置会社制度を採用しております。経営の透明性・公正性を確保するため、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関と
して、取締役会、経営会議、監査等委員会及び会計監査人を設置し、その補完機関として指名諮問委員会、報酬諮問委員会などを設置しており
ます。

　取締役会は、監査等委員である取締役３名を含む取締役１１名（うち社外取締役５名）で構成されております。取締役会は月１回以上開催し、重
要な事項については、必要に応じて取締役会の諮問機関である指名諮問委員会及び報酬諮問委員会での検討を経て、取締役会で執行決定して
おります。また当社は、執行役員制度を導入し、取締役会を「経営の基本的な方針の決定と業務執行の監督機関」、経営会議を『業務執行の審議
決定機関』と位置付け、執行役員は、取締役会が決定した基本方針に従って経営会議にて経営の執行に係わる特に重要な事項を審議・決定し、
業務執行を行っております。

　監査等委員会は、社外取締役２名を含む監査等委員３名によって構成されております。監査等委員会は、定期的に開催し、また監査等委員は、
原則として監査等委員会に全員が出席し、取締役の職務執行に関して、適法性、妥当性等の観点から業務監査を実施しております。監査等委員
の過半数は社外取締役で構成されており、中立で幅広い視点からの経営監視機能を確保しております。

　指名諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、取締役の人事に関する事項を審議することにより、決定プロセスの透明性・客観性を確保して
おります。

　報酬諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、取締役の報酬等に関する事項を審議することにより、決定プロセスの透明性・客観性及び取締
役報酬体系・水準の妥当性を確保しております。

※企業統治に関するその他の事項

(1)取締役の定数

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）を10名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款で定めております。

(2)取締役の選任の決議要件



　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっ
て行う旨を、また累積投票によらない旨も定款で定めております。

(3)取締役会で決議することができる株主総会の決議要件

(a)自己株式の取得

　当社は、資本政策を迅速に遂行するため、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の決議をもって市場取引等により自己株式を取得する
ことができる旨を定款で定めております。

(b)剰余金の配当

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により定め
ることができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを
目的とするものであります。

(4)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和する
ことにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(5)責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査等委員は、会社法第427条第１項の定めにより、同法第423条第１項に定める責任
について、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を
締結しております。これは、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査等委員が期待される役割を充分発揮できるようにするためであ
ります。

（２）内部監査及び監査等委員会監査の状況

　当社は、３名で構成する監査等委員会で経営監視に努めております。当社における内部監査については、内部監査部門に担当取締役と使用人
を配置しており、その使用人の中から監査等委員会スタッフ２名を任命し、監査等委員会と内部監査部門は、適宜連携して内部統制のチェックを
推進しております。また、内部監査部門は、全て監査等委員会へ内部監査の結果について報告を行い、監査等委員会の助言に基づき内部統制
の機能強化を図っております。監査等委員会は定期的に、また必要に応じて、会計監査人から報告及び説明を受けております。

（３）会計監査人監査の状況

　当社の会計監査業務は、太陽有限責任監査法人の指定有限責任社員業務執行社員である荒井巌氏、山内紀彰氏が18名の補助者（公認会計
士５名、その他13名）とともに担当しております。（継続関与年数については、両氏とも７年以内であるため、記載を省略しております。）

（４）社外取締役との関係

　当社は、社外取締役５名を選任しております。

当社の社外取締役は、取締役会の意思決定の妥当性・適正性の確保、子会社等を含めたグループ全体のガバナンスの強化、業務及び財務の適
正性の確保等に貢献するものと考えております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査等委員会設置会社制度を採用しております。経営の透明性・公正性を確保するため、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関と
して、取締役会、経営会議、監査等委員会及び会計監査人を設置し、その補完機関として指名諮問委員会、報酬諮問委員会などを設置しており
ます。

　取締役会は、監査等委員である取締役３名を含む取締役１１名（うち社外取締役５名）で構成されております。取締役会は月１回以上開催し、重
要な事項については、必要に応じて取締役会の諮問機関である指名諮問委員会及び報酬諮問委員会での検討を経て、取締役会で執行決定して
おります。また当社は、執行役員制度を導入し、取締役会を「経営の基本的な方針の決定と業務執行の監督機関」、経営会議を『業務執行の審議
決定機関』と位置付け、執行役員は、取締役会が決定した基本方針に従って経営会議にて経営の執行に係わる特に重要な事項を審議・決定し、
業務執行を行っております。

　監査等委員会は、社外取締役２名を含む監査等委員３名によって構成されております。監査等委員会は、定期的に開催し、また監査等委員は、
原則として監査等委員会に全員が出席し、取締役の職務執行に関して、適法性、妥当性等の観点から業務監査を実施しております。監査等委員
の過半数は社外取締役で構成されており、中立で幅広い視点からの経営監視機能を確保しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 当社は、法定よりも３日早く今年は17日前の発送としました。

集中日を回避した株主総会の設定 当社は、今年は集中日を避け６月25日の開催としました。

電磁的方法による議決権の行使 「電磁的方法による議決権の行使」を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」を採用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
狭義の招集通知と株主総会参考書類の英訳を当社ホームページ及び議決権電子行使プ
ラットフォームに掲載しております。

その他
当社は、株主総会の招集通知、決議通知、株主通信を当社ウェブサイトに掲載しておりま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期決算及び本決算時に開催し、代表者が説明しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、決算短信・四半期決算短信等の決算情報及びその他決算情報以外

の適時開示情報を当社ウェブサイトに掲載し、IRの充実に努めております。

中期経営計画、業績ハイライト、社外取締役の独立性基準等を新たに掲載し、
より見やすく、わかりやすい情報の提供に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部としております。

その他 当社は、年２回株主向けに株主通信を発行しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、経営理念・グループ行動規範を制定し、役員及び従業員がその遵守を通じて、豊
かな都市・住環境をお客様と共に創造し、社会に貢献する総合建設企業を目指しておりま
す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、ISO 14001 の環境マネジメントシステムで、廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リ

サイクル）の推進と適正処理、省エネルギー・省資源の推進、グリーン調達の積極的採用
などで、汚染の予防及び環境保護を推進しております。

また、2016年4月に設置したCSR推進室を中心に地域貢献活動を推進しています。

2018年度以降では、本支店事務所・作業所周辺の清掃活動を継続実施している他、防災
備蓄品である賞味期限到来前の非常食のNPO法人への寄贈、専門学校などの学生の作
業所見学会開催、交通安全週間の交通安全啓蒙運動への参加などを行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び執行役員が企業活動の基本的な考え方を表した「大末建設グループ行動規範」を率先して垂範すると共に、当社グループの
取締役及び使用人に繰り返し伝えることにより企業倫理の浸透に努め、コンプライアンスが企業活動の前提である事を徹底しております。

また、企業倫理・コンプライアンスの一層の強化を図るため、コンプライアンス委員会を開催し、違反行為の原因分析と再発防止策について取締
役会及び監査等委員会に報告を行っております。通常の報告ルートとは異なる内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を社内と社外に設
け、通報者に不利益な扱いはしない事を定めるとともに、不正行為の早期発見と是正に努めております。

定期的に内部監査部門による監査を実施し、関連法規及び社内規則の遵守の徹底とリスク思考に基づく内部統制の検証を図ることとしておりま
す。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、社内規程に定めるところにより、文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理することとしておりま
す。取締役はそれらの情報を閲覧できるものとしております。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理基本規程」を制定しております。本規程は、当社及び関係会社のリスクを予防し、またリスクが発生した場合には、迅速かつ的
確に対応することにより被害を最小限にくい止め、再発を防止し、当社グループの企業価値を保全することを目的としております。本規程に基づ
き、経営企画部担当役員を委員長とするリスク管理委員会を開催するほか、重大なリスクが発生する場合には適宜開催し、その対策等について
は取締役会に報告をすることとしております。各部門別にリスク管理責任者を置いて、リスク管理を適切に行い、リスク発生の回避に努め、損失を
最小限にくい止めるための対策を講じております。

当社は、「危機管理マニュアル」を制定し、リスク管理委員会が、安全確保及び事業継続面において、非常事態が避けられないと判断した場合は、
代表取締役社長を対策本部長とする危機管理対策本部を設置し、損失拡大の防止と企業価値の保全に努めるものとしております。また、ＢＣＰ
（事業継続計画）を策定しております。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離する執行役員制度を導入し、権限と責任を明確にしております。取締役の職務の執行
が効率的に行われることを確保するため、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜開催し、また、執行役員を中心に構成された
経営会議を開催しております。

さらに、重要な事項については、必要に応じて社長の諮問機関である指名諮問委員会及び報酬諮問委員会での検討を経て、取締役会で執行決
定を行うものとし、これらを含めた業務の執行状況は、担当する取締役又は執行役員が取締役会などにおいて、適宜報告しております。

(5)当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(a)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について定期的な報告を義務付けております。

(b)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理基本規程」及び「関係会社管理規程」を制定し、経営企画部を子会社の管理部門として定期的に指導、管理を行うとともに、リ
スク管理委員会を設置し、当社グループ全体のリスクマネジメント推進に係わる課題・対応策を審議しております。

(c)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、当社グループ各社が社内規則において明確化された職務分掌及び権限に基づいて業務運営を行う体制とし、業務の専門化・高度化を
図っております。また、この体制の中で、重要度に応じて職務権限を委任できることとし意思決定の迅速化を図っております。

(d)子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、「大末建設グループ行動規範」を作成し、当社グループの全ての取締役及び使用人に周知徹底しております。定期的にコンプライアンス
通信を発行し、取締役及び使用人のコンプライアンス意識の啓蒙を図っており、社内と社外にコンプライアンス・ホットラインを設け、不正行為の早
期発見と是正に努めております。

(6)監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

(a)監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助する使用人は内部監査部門に所属する使用人とし、監査等委員会は、必要に応じて同部門に所属する使用人に対し
て監査業務に必要な事項を命令することができるものとしております。

また、監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する業務に関して取締役（監査等委員
である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとし、当該使用人の人事異動、人事考課については監査等委員会の意見を聴取し、尊重するも
のとしております。

(b)監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、監査等委員会の職務を補助する事項に対して監査等委員会の指示命令に従うことと
しております。

(7)監査等委員会への報告に関する体制

(a)取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部
監査の結果と改善状況、内部通報制度を利用した通報の状況及びその内容、その他監査等委員会がその職務遂行上報告を受ける必要があると
判断した事項について、速やかに報告、情報提供を行うものとしております。

(b)子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

子会社の取締役及び使用人は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うも
のとしております。

(c)監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、当社の監査等委員会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止

し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底ししております。

(d)監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求
に係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を負担するものとし
ております。

(8)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、必要に応じて、重要な会議に出席することができ、また意見を述べることができるものとしております。更に、監査等委員会は職務
の遂行に必要と判断したときは、前項に定めのない事項においても取締役及び使用人並びに会計監査人に対して報告を求めることができる体制



にしております。

(9)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及び当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するとともに、財務報告において不正や誤謬が発生するリスクを
管理し、予防及び必要な内部統制システムを整備・運用・評価する体制を構築するとともに、不備があれば必要な是正を行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、「大末建設グループ行動規範」において反社会的行為への関与を禁止し、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及
び団体に対し一切関与しないことを基本方針としております。反社会的勢力及び団体との関係を根絶するため、不当要求対応のための社内研修
を実施するとともに、総務部を対応統括部署として不当要求防止責任者を選任し、不当要求を受けた場合の通報連絡体制を整備するとともに、平
素から外部の専門家や専門機関との緊密な連携関係を構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

当社の重要な会社情報（取締役会の決定事実や決算情報、重大な事故や災害の発生事実等）の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとお
りです。

(1)当社は、会社情報の管理及び公開に関する社内ルールを定め、当社及び子会社の役職員に対す教育を行い周知徹底を図るとともに、迅速か
つ適切な情報開示を目的とした社内体制整備に努めております。

(2)重要な会社情報が発生したときは、主管部門の長（本店長、支店長、部長、子会社の社長または取締役）がこれを確認し、直ちに経営企画部長
に報告し、経営企画部長は、情報取扱責任者へ報告するとともに、これを厳重に管理します。

(3)金融商品取引法、その他法令及び適時開示規則等を遵守し、情報取扱責任者は、当該会社情報が投資家への開示を要する重要情報に該当
するか否かを審査の上、取締役会またはその他会社の重要な機関に付議または報告します。

(4)開示が必要と判断された重要な会社情報について取締役会その他会社の重要な機関による意思決定が行われたとき、情報取扱責任者は開
示手続きを適時適切に行っております。

＜ガバナンス体制(図)＞


